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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第77期
第２四半期
連結累計期間

第78期
第２四半期
連結累計期間

第77期

会計期間

自平成23年
４月１日
至平成23年
９月30日

自平成24年
４月１日
至平成24年
９月30日

自平成23年
４月１日
至平成24年
３月31日

売上高 （百万円） 58,102 65,114 125,825

経常利益（△は損失） （百万円） △3,914 3,973 △1,758

四半期（当期）純利益
（△は損失）

（百万円） △2,672 2,340 △2,242

四半期包括利益または
包括利益

（百万円） △3,510 1,989 △2,448

純資産額 （百万円） 130,337 130,687 130,048

総資産額 （百万円） 162,429 169,189 166,686

１株当たり四半期（当
期）純利益（△は損失）

（円） △19.78 17.32 △16.60

潜在株式調整後１株当た
り四半期（当期）純利益

（円） ─── ─── ───

自己資本比率 （％） 80.2 77.2 78.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） 6,184 13,307 14,664

投資活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △14,964 △7,294 △24,169

財務活動による
キャッシュ・フロー

（百万円） △1,375 △1,367 △2,745

現金及び現金同等物の
四半期末（期末）残高

（百万円） 52,171 54,803 50,496

　

回次
第77期
第２四半期
連結会計期間

第78期
第２四半期
連結会計期間

会計期間

自平成23年
７月１日
至平成23年
９月30日

自平成24年
７月１日
至平成24年
９月30日

１株当たり四半期純利益
（△は損失）

（円） △17.62 2.56

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税および地方消費税（以下「消費税等」という）は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため、記載しておりま

せん。

２【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありま

せん。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

３【財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)業績の状況

当第２四半期連結累計期間の半導体業界は、スマートフォンやタブレット端末向けの需要は引き続き堅調に推

移したものの、欧州金融不安の長期化、中国の経済成長鈍化等による世界経済の減速などを背景に、パソコンをは

じめとして、エレクトロニクス機器全般の需要が伸び悩むなど、厳しい市場環境のうちに推移しました。

このような環境下にあって、当社グループ（当社および連結子会社、以下同じ）におきましては、市場価格低下

の継続や、期後半にかけて一部製品の在庫調整の影響を受けましたが、新製品の量産体制整備ならびに積極的な受

注活動を推進するとともに、生産革新活動を基軸とする合理化・効率化等に注力いたしました。この結果、当第２

四半期連結累計期間の売上高は651億14百万円（対前年同期比12.1％増）、経常利益は39億73百万円、四半期純利

益は23億40百万円となりました。

セグメントの業績は次のとおりであります。

ア．プラスチックパッケージ

　アセンブリ事業については、カメラモジュール組立の需要低迷などにより依然として厳しい環境が継続いた

しました。一方、フリップチップタイプパッケージは、市場価格低下の影響等を受けたものの、新製品の量産体

制整備を推進したことなどにより売上が増加いたしました。この結果、当セグメントの売上高は408億76百万

円（対前年同期比15.0％増）、経常利益は26億78百万円となりました。

イ．メタルパッケージ

　リードフレームは、期後半にかけて在庫調整の影響を受け、需要が伸び悩みました。一方、セラミック静電

チャックは、受注が引き続き堅調に推移し、また、ＭＰＵ向けのヒートスプレッダーについても、新製品向けの

需要が底堅く推移いたしました。この結果、当セグメントの売上高は207億32百万円（対前年同期比7.7％

増）、経常利益は13億27百万円となりました。

　

（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。（以下「第２　事業の状況」において同じ）

　

(2)キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結会計期間末における「現金及び現金同等物」（以下「資金」という）は、前連結会計年度末

に比べ43億7百万円増加し548億3百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、前第２四半期連結累計期間に比べ71億22百万円（115.2％）増加し133億7百万

円となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は、前第２四半期連結累計期間に比べ76億70百万円（51.3％）減少し72億94百万

円となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は、前第２四半期連結累計期間に比べ7百万円（0.5％）減少し13億67百万円とな

りました。

(3)事業上および財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4)研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は21億59百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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(5)財政状態および資金の流動性についての分析

当第２四半期連結累計期間の財政状態につきましては、以下のとおりであります。

総資産は1,691億89百万円で、前連結会計年度末に比べ25億3百万円の増加となりました。このうち流動資産は

986億98百万円（前連結会計年度末比9億47百万円減）となりました。固定資産は、設備投資に伴う有形固定資産の

増加などにより704億91百万円（前連結会計年度末比34億50百万円増）となりました。

負債の部は、前連結会計年度末に比べ18億64百万円増の385億2百万円となりました。

純資産の部につきましては、前連結会計年度末に比べ6億38百万円増の1,306億87百万円となりました。

以上により、自己資本比率は77.2％（前連結会計年度末は78.0％）となりました。

当社グループの資金状況は、次のとおりであります。

営業活動によるキャッシュ・フローで得られた資金は133億7百万円（対前年同期比115.2％増）となりました。

主な要因は、仕入債務の減少およびたな卸資産の増加により資金が減少した一方、減価償却費、売上債権の減少お

よび税金等調整前四半期純利益により資金が増加したことによるものであります。

投資活動によるキャッシュ・フローでは72億94百万円（対前年同期比51.3％減）の資金を使用しました。主な

要因は、有形固定資産の取得による支出によるものであります。

財務活動によるキャッシュ・フローでは13億67百万円（対前年同期比0.5％減）の資金を使用しました。主に、

配当金の支払に使用したものであります。

これらの活動の結果に為替換算差額を加味した当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残

高は、前連結会計年度末の504億96百万円から43億7百万円増加し548億3百万円となりました。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 540,000,000

計 540,000,000

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成24年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成24年11月13日）

上場金融商品取引所名ま
たは登録認可金融商品取
引業協会名

内容

普通株式 135,171,942 135,171,942
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数100株

計 135,171,942 135,171,942 ─── ───

　

(2)【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数
（千株）

発行済株式総数
残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額
（百万円）

資本準備金
残高
（百万円）

平成24年７月１日～
平成24年９月30日

－ 135,171 － 24,223 － 6,055
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(6)【大株主の状況】

 平成24年９月30日現在

氏名または名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

富士通株式会社
神奈川県川崎市中原区上小田中四丁目１番
１号

67,587 50.00

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 7,381 5.46

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 4,911 3.63

ザ・バンク・オブ・ニューヨーク-
ジャスディック・トリーティー・ア
カウント
（常任代理人　株式会社みずほコー
ポレート銀行）

AVENUE DES ARTS 35 KUNSTLAAN, BRUSSELS,
BELGIUM
（東京都中央区月島四丁目16番13号）

4,025 2.98

株式会社八十二銀行 長野県長野市中御所字岡田178番地８ 1,836 1.36

資産管理サービス信託銀行株式会社
（証券投資信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番12号 1,663 1.23

BARCLAYS CAPITAL SECURITIES
LIMITED
（常任代理人　バークレイズ証券株
式会社）

5 THE NORTH COLONNADE CANARY WHARF
LONDON UNITED KINGDOM
（東京都港区六本木六丁目10番１号）

1,610 1.19

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社（信託口９）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,258 0.93

朝日生命保険相互会社 東京都千代田区大手町二丁目６番１号　 1,239 0.92

新光電気工業株式会社従業員持株会 長野県長野市小島田町80番地　 935 0.69

計 ─── 92,448 68.39

（注）金融商品取引法の「株券等の大量保有の状況に関する開示」制度に基づき、大和住銀投信投資顧問株式会社から、

平成24年８月２日付で提出された変更報告書の写しにより、平成24年７月31日現在で5,517千株（発行済株式総数

に対する所有株式数の割合　4.08％）を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計

期間末時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。
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(7)【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成24年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ─── ─── ───

議決権制限株式（自己株式等） ─── ─── ───

議決権制限株式（その他） ─── ─── ───

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 81,600 ─── ───

完全議決権株式（その他） 普通株式 135,080,9001,350,809 ───

単元未満株式 普通株式 9,442 ─── ───

発行済株式総数 135,171,942─── ───

総株主の議決権 ─── 1,350,809 ───

（注）「完全議決権株式（その他）」には、証券保管振替機構名義の株式が200株（議決権の数2個）含まれておりま

す。

②【自己株式等】

 平成24年９月30日現在

所有者の氏名または
名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

新光電気工業株式会社
長野県長野市小島田町
80番地

81,600 ― 81,600 0.06

計 ─── 81,600 ― 81,600 0.06

　

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

  当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成24年７月１日から平成

24年９月30日まで）および第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 15,835 17,465

受取手形及び売掛金 37,926 31,335

有価証券 426 680

商品及び製品 1,377 2,156

仕掛品 3,666 3,584

原材料及び貯蔵品 1,222 1,516

預け金 35,000 37,640

繰延税金資産 2,862 2,292

その他 1,355 2,052

貸倒引当金 △25 △25

流動資産合計 99,645 98,698

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 20,134 19,577

機械装置及び運搬具（純額） 20,710 18,802

工具、器具及び備品（純額） 1,828 2,179

土地 6,493 6,480

建設仮勘定 10,857 16,613

有形固定資産合計 60,023 63,654

無形固定資産 896 823

投資その他の資産

投資有価証券 143 131

繰延税金資産 2,644 2,175

その他 3,934 4,014

貸倒引当金 △602 △308

投資その他の資産合計 6,120 6,013

固定資産合計 67,041 70,491

資産合計 166,686 169,189
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成24年９月30日)

負債の部

流動負債

買掛金 20,320 18,707

短期借入金 600 600

未払金 2,770 6,503

未払法人税等 139 469

未払費用 6,414 6,954

その他 1,706 572

流動負債合計 31,952 33,807

固定負債

退職給付引当金 4,112 4,146

その他 572 548

固定負債合計 4,685 4,695

負債合計 36,637 38,502

純資産の部

株主資本

資本金 24,223 24,223

資本剰余金 24,129 24,129

利益剰余金 84,847 85,836

自己株式 △92 △92

株主資本合計 133,107 134,096

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 26 19

繰延ヘッジ損益 6 －

為替換算調整勘定 △3,091 △3,429

その他の包括利益累計額合計 △3,058 △3,409

純資産合計 130,048 130,687

負債純資産合計 166,686 169,189
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

売上高 58,102 65,114

売上原価 55,611 56,441

売上総利益 2,490 8,673

販売費及び一般管理費 ※
 5,582

※
 5,950

営業利益又は営業損失（△） △3,091 2,722

営業外収益

受取利息 72 69

受取技術料 27 35

為替差益 － 1,037

その他 69 114

営業外収益合計 169 1,257

営業外費用

支払利息 2 1

為替差損 969 －

その他 20 5

営業外費用合計 992 6

経常利益又は経常損失（△） △3,914 3,973

特別損失

固定資産除却損 226 238

特別損失合計 226 238

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△4,140 3,735

法人税、住民税及び事業税 114 355

法人税等調整額 △1,582 1,040

法人税等合計 △1,468 1,395

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△2,672 2,340

四半期純利益又は四半期純損失（△） △2,672 2,340
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△2,672 2,340

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △36 △7

繰延ヘッジ損益 4 △6

為替換算調整勘定 △806 △337

その他の包括利益合計 △837 △351

四半期包括利益 △3,510 1,989

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △3,510 1,989

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
　至　平成23年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△4,140 3,735

減価償却費 8,865 6,982

退職給付引当金の増減額（△は減少） △432 △393

受取利息及び受取配当金 △75 △72

支払利息 2 1

為替差損益（△は益） 10 126

有形固定資産除却損 117 45

売上債権の増減額（△は増加） 4,626 6,394

たな卸資産の増減額（△は増加） △925 △1,017

仕入債務の増減額（△は減少） △1,474 △1,405

未払費用の増減額（△は減少） △164 559

その他 △189 △1,640

小計 6,220 13,314

利息及び配当金の受取額 72 67

利息の支払額 △2 △2

法人税等の支払額 △105 △72

営業活動によるキャッシュ・フロー 6,184 13,307

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △688 △553

定期預金の払戻による収入 348 308

有形固定資産の取得による支出 △14,559 △6,905

無形固定資産の取得による支出 △92 △127

その他 26 △16

投資活動によるキャッシュ・フロー △14,964 △7,294

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 △1,350 △1,350

その他 △24 △17

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,375 △1,367

現金及び現金同等物に係る換算差額 △498 △337

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △10,653 4,307

現金及び現金同等物の期首残高 62,825 50,496

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 52,171

※
 54,803
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【会計方針の変更】

（減価償却方法の変更）

当社および国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に取得した

有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

これによる当第２四半期連結累計期間の営業利益、経常利益および税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽微であ

ります。　

 

【注記事項】

（四半期連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目および金額は次のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日）

従業員給料手当 1,184百万円 1,181百万円

研究開発費 2,154百万円 2,159百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自  平成24年４月１日
至  平成24年９月30日）

現金及び預金勘定 24,990百万円 17,465百万円

有価証券勘定 1,236百万円 680百万円

預け金勘定 26,980百万円 37,640百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △1,035百万円 △981百万円

現金及び現金同等物 52,171百万円 54,803百万円

　

（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

１．配当金支払額

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日

定時株主総会
普通株式 1,350 10 平成23年３月31日 平成23年６月30日利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末

後となるもの

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年10月26日

取締役会
普通株式 1,350 10 平成23年９月30日 平成23年12月９日利益剰余金

　

当第２四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

１．配当金支払額

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 1,350 10 平成24年３月31日 平成24年６月29日利益剰余金
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２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末

後となるもの

　
　
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年10月31日

取締役会
普通株式 1,350 10 平成24年９月30日 平成24年12月10日利益剰余金

　

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第２四半期連結累計期間（自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

　 （単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

プラスチック
パッケージ

メタル
パッケージ

計

売上高        

外部顧客への売上高 35,53219,24654,7783,32358,102 － 58,102

セグメント間の内部

売上高または振替高
－ 715 715 1,825 2,541△2,541 －

計 35,53219,96255,4945,14860,643△2,54158,102

セグメント利益または

損失（△）
△3,424 △300 △3,724 298 △3,425 △488 △3,914

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主に連結子会社の事業によ

るものであります。

２．セグメント利益または損失の調整額△488百万円は、セグメント間取引消去によるものであります。

３．セグメント利益または損失は、四半期連結損益計算書の経常損失と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

該当事項はありません。

　

当第２四半期連結累計期間（自　平成24年４月１日　至　平成24年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

　 （単位：百万円）

 

報告セグメント
その他
（注）１

合計
調整額
（注）２

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）３

プラスチック
パッケージ

メタル
パッケージ

計

売上高        

外部顧客への売上高 40,87620,73261,6083,50565,114 － 65,114
セグメント間の内部
売上高または振替高

－ 852 852 1,219 2,071△2,071 －

計 40,87621,58462,4614,72567,186△2,07165,114

セグメント利益 2,678 1,327 4,005 279 4,285 △311 3,973

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、主に連結子会社の事業によ

るものであります。

２．セグメント利益の調整額△311百万円は、セグメント間取引消去によるものであります。

３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

該当事項はありません。

EDINET提出書類

新光電気工業株式会社(E01957)

四半期報告書

15/18



（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額または１株当たり四半期純損失金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
（自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成24年４月１日
至　平成24年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額または１株当たり四半

期純損失金額（△）
△19.78円 17.32円

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額または四半期純損失金額（△）

（百万円）
△2,672 2,340

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額または

四半期純損失金額（△）（百万円）
△2,672 2,340

普通株式の期中平均株式数（千株） 135,090 135,090

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。 

 

 

２【その他】

平成24年10月31日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）中間配当による配当金の総額……………………1,350百万円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………10円

(ハ）支払請求の効力発生日および支払開始日………平成24年12月10日

　（注）平成24年９月30日現在の株主名簿に記載または記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成24年11月13日

新光電気工業株式会社

取締役会　御中

新日本有限責任監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 小林　　宏　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 伊藤　正広　　印

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 齋田　　毅　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新光電気工業株式

会社の平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成24年７月１日から

平成24年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成24年４月１日から平成24年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ

・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して

四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、

分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、新光電気工業株式会社及び連結子会社の平成24年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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